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議案第66号 

 

   令和元年度北上市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 （総則） 

第１条 令和元年度北上市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

 （業務の予定量） 

第２条 令和元年度北上市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条第１

項第４号主要な建設改良事業のうち、管渠建設費「273,987千円」を「343,523千

円」に改め、同条第２項第４号主要な建設改良事業のうち、処理場建設費

「694,800千円」を「596,494千円」にそれぞれ改める。 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 （科  目）        （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

収        入 

 第１款 公共下水道事業収益    2,140,704千円 △76,198千円 2,064,506千円 

  第２項 営業外収益        782,648千円 △76,198千円  706,450千円 

 第２款 特定公共下水道事業収益   317,377千円 △21,228千円  296,149千円 

  第２項 営業外収益        171,516千円 △21,228千円  150,288千円 

支        出 

 第１款 公共下水道事業費用    2,137,172千円 △4,955千円 2,132,217千円 

  第１項 営業費用        1,831,270千円   2,142千円 1,833,412千円 

  第２項 営業外費用        304,900千円 △7,097千円  297,803千円 

 第２款 特定公共下水道事業費用   262,052千円 △1,780千円  260,272千円 

  第２項 営業外費用         6,773千円 △1,780千円   4,993千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「703,597千円」を「703,627千円」に改め、資本的

収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科  目）        （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

収        入 

 第１款 公共下水道資本的収入   1,220,141千円  69,468千円 1,289,609千円 

  第１項 企業債          782,200千円  34,700千円  816,900千円 

  第３項 国庫支出金         68,000千円  34,768千円  102,768千円 

 第２款 特定公共下水道資本的収入  657,746千円 △98,268千円  559,478千円 

  第１項 企業債          437,600千円 △65,500千円  372,100千円 
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  第３項 国庫支出金        220,099千円 △32,768千円  187,331千円 

支        出 

 第１款 公共下水道資本的支出   1,795,704千円  69,536千円 1,865,240千円 

  第１項 建設改良費        302,619千円  69,536千円  372,155千円 

 第２款 特定公共下水道資本的支出  785,780千円 △98,306千円   687,474千円 

  第１項 建設改良費        702,127千円 △98,306千円  603,821千円 

（債務負担行為の補正） 

第５条 債務負担行為の追加は、次のとおりとする。 

事項 期間 限度額 

公共下水道マンホールポンプ場等運転維持

管理業務委託 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
8,838千円 

下水道等管渠施設支障時復旧業務委託（公

共下水道） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
3,619千円 

下水道等管渠施設支障時復旧業務委託（特

定公共下水道） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
414千円 

下水道等水質分析測定業務委託（公共下水

道） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
1,200千円 

下水道等水質分析測定業務委託（特定公共

下水道） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
7,973千円 

電気工作物保安管理業務委託（北上工業団

地終末処理場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
362千円 

電気工作物保安管理業務委託（北上工業団

地汚水中継ポンプ場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
99千円 

一般廃棄物運搬業務委託（北上工業団地終

末処理場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
99千円 

下水道等処理場薬品（次亜塩素酸ナトリウ

ム）の購入（北上工業団地終末処理場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
1,617千円 

下水道等処理場薬品（高分子凝集剤）の購

入（北上工業団地終末処理場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
990千円 

液化石油ガスの購入（北上工業団地終末処

理場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
95千円 

消防設備点検業務委託（北上工業団地終末

処理場） 

自 令和元年度 

至 令和２年度 
11千円 

（企業債） 

第６条 予算第６条の表中に定めた限度額を次のとおり補正する。 

   （起債の目的）       （既決予定額）（補正予定額）  （計） 



3 

 

   公共下水道事業債        188,700千円  34,700千円   223,400千円 

   特定公共下水道事業債      437,600千円 △65,500千円   372,100千円 

（他会計からの補助金） 

第７条 予算第10条に定めた補助金の金額を次のとおり補正する。 

   （科  目）        （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

  他会計補助金           692,854千円 △97,426千円   595,428千円 

 

  令和元年12月５日提出 

北上市長 髙 橋 敏 彦       

 



（単位：千円）

1
公 共 下 水 道
事 業 収 益

2,140,704 △ 76,198 2,064,506

2 営 業 外 収 益 782,648 △ 76,198 706,450

2 他 会 計 補 助 金 538,221 △ 76,198 462,023

2
特 定 公 共
下 水 道
事 業 収 益

317,377 △ 21,228 296,149

2 営 業 外 収 益 171,516 △ 21,228 150,288

2 他 会 計 補 助 金 154,633 △ 21,228 133,405

（単位：千円）

1
公 共 下 水 道
事 業 費 用

2,137,172 △ 4,955 2,132,217

1 営 業 費 用 1,831,270 2,142 1,833,412

6 業 務 費 71,887 2,142 74,029

2 営 業 外 費 用 304,900 △ 7,097 297,803

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債
取 扱 諸 費

303,900 △ 7,097 296,803

2
特 定 公 共
下 水 道
事 業 費 用

262,052 △ 1,780 260,272

2 営 業 外 費 用 6,773 △ 1,780 4,993

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債
取 扱 諸 費

6,773 △ 1,780 4,993

令和元年度下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

収益的収入及び支出

支　　　出

款 項 目 補正予定額 計

収　　　入

款 項 目 備考

備考

既決予定額 補正予定額 計

既決予定額
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（単位：千円）

1
公 共 下 水 道
資 本 的 収 入

1,220,141 69,468 1,289,609

1 企 業 債 782,200 34,700 816,900

1

建 設 改 良 費 等
の 財 源 に
充 て る た め の
企 業 債

782,200 34,700 816,900

3 国 庫 支 出 金 68,000 34,768 102,768

1 国 庫 補 助 金 68,000 34,768 102,768

2
特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 収 入

657,746 △ 98,268 559,478

1 企 業 債 437,600 △ 65,500 372,100

1

建 設 改 良 費 等
の 財 源 に
充 て る た め の
企 業 債

437,600 △ 65,500 372,100

3 国 庫 支 出 金 220,099 △ 32,768 187,331

1 国 庫 補 助 金 220,099 △ 32,768 187,331

（単位：千円）

1
公 共 下 水 道
資 本 的 支 出

1,795,704 69,536 1,865,240

1 建 設 改 良 費 302,619 69,536 372,155

1 管 渠 建 設 費 273,987 69,536 343,523

2
特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 支 出

785,780 △ 98,306 687,474

1 建 設 改 良 費 702,127 △ 98,306 603,821

3 処 理 場 建 設 費 694,800 △ 98,306 596,494

備考

収　　　入

款 項 目 備考

支　　　出

款 項 目

資本的収入及び支出

既決予定額 補正予定額 計

既決予定額 補正予定額 計
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（単位　千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 109,737

減価償却費 1,039,468

固定資産除却費 2,000

引当金の増減額（△は減少） △ 160

長期前受金戻入額 △ 236,301

受取利息及び受取配当金 △ 2

支払利息 301,796

未収金の増減額（△は増加） △ 59,553

未払金の増減額（△は減少） △ 443,206

前払金の増減額（△は増加） 13,867

　　　　　　小　　計 508,172

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 △ 301,796

業務活動によるキャッシュ・フロー 206,378

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 878,313

無形固定資産の取得による支出 △ 26,029

国庫補助金等による収入 292,514

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 2

補助金等の返還による支出 △ 100

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 611,926

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,189,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,516,638

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 50,000

他会計からの出資による収入 365,537

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12,101

資金増加額（又は減少額） △ 417,649

資金期首残高 1,306,416

資金期末残高 888,767

令和元年度下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
平成31年４月１日から令和２年３月31日まで
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（単位：千円）

１ 固定資産

（１）　有形固定資産

イ 　 土地 201,863

ロ 　 立木 4,133

ハ 　 建物 172,018

   減価償却累計額 △ 77,034 94,984

ニ 　 構築物 36,742,283

   減価償却累計額 △ 9,416,483 27,325,800

ホ 　 機械及び装置 1,518,404

   減価償却累計額 △ 1,083,506 434,898

ヘ 　 工具、器具及び備品 1,978

   減価償却累計額 △ 1,827 151

ト    建設仮勘定 582,018

チ 　 その他有形固定資産 17,762

   減価償却累計額 △ 8,881 8,881

有形固定資産合計 28,652,728

（２）　無形固定資産

イ 　 施設利用権 1,643,711

無形固定資産合計 1,643,711

固定資産合計 30,296,439

２　 流動資産

（１）　現金預金 888,767

（２）　未収金 205,534

　　　 貸倒引当金 △ 1,690 203,844

（３）　その他流動資産 200

流動資産合計 1,092,811

資産合計 31,389,250

令和元年度北上市下水道事業予定貸借対照表
（令和２年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部
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３　 固定負債

（１）　企業債 16,777,769

（２）　他会計借入金 100,000

固定負債合計 16,877,769

４　 流動負債

（１）　企業債 1,531,214

（２）　他会計借入金 50,000

（３）　未払金 15,902

（４）　引当金 6,301

（５）　その他流動負債 823

流動負債合計 1,604,240

５　 繰延収益

（１）　長期前受金 10,865,679

（２）　長期前受金収益化累計額 △ 2,975,398

繰延収益合計 7,890,281

負債合計 26,372,290

６　 資本金

（１）　自己資本金

イ 　 出資金 3,776,069

ロ 　 組入資本金 810,089

自己資本金合計 4,586,158

資本金合計 4,586,158

７　 剰余金

（１）　資本剰余金

イ 　 工事負担金 77

資本剰余金合計 77

（２）　利益剰余金

イ 　 当年度未処分利益剰余金 430,725

利益剰余金合計 430,725

剰余金合計 430,802

資本合計 5,016,960

負債資本合計 31,389,250

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部
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注記 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

       建物         18～50年 

       構築物        10～50年 

       機械及び装置     10～50年 

       工具、器具及び備品  ５～35年 

       その他有形固定資産  10～50年 

   (2) 無形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

       施設利用権      35年 

       電話加入権      20年 

  ２ 引当金の計上方法 

   (1) 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じ

て、当該組合に負担金を拠出しているが、下水道事業会計が一般会計に対し

て負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置すること

としているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠

出時に費用処理を行っている。 

   (2) 賞与引当金 

     職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計

上している。 

   (3) 法定福利費引当金 

     職員の期末及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月まで

の４か月分）を計上している。 

   (4) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込

額を計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表関連 

  １ 引当金の取崩し 

   (1) 賞与引当金の取崩し 

     当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当

金4,413,741円を取り崩した。 

   (2) 法定福利費引当金の取崩し 

     当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支給す

るため、法定福利費引当金820,916円を取り崩した。 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

    北上市下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定公共下水道事業を運営し

ていることから、公共下水道事業及び特定公共下水道事業の２つを報告セグメ

ントとしている。 

    なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 岩手県北上川上流流域下水道に接続する公共下水道事業 

特定公共下水道事業 
主として工場又は事業場から排出される下水で、市が設

置する終末処理場に接続する公共下水道事業 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

    当年度（自 平成31年４月１日 至 令和２年３月31日） 

（単位：千円） 

 公共下水道事業 特定公共下水道事業 合  計 

営業収益 1,248,861 133,669 1,382,530 

営業費用 1,831,864 253,263 2,085,127 

営業損益 △583,003 △119,594 △702,597 

経常損益 △135,437 25,700 △109,737 

セグメント資産 29,053,731 2,335,519 31,389,250 

セグメント負債 24,665,321 1,706,969 26,372,290 

 

 



（単位：千円）

金額

1 2,140,704 △ 76,198 2,064,506

2 営業外収益 782,648 △ 76,198 706,450

2 他会計補助金 538,221 △ 76,198 462,023 1
一 般 会 計
補 助 金

△ 76,198

2 317,377 △ 21,228 296,149

2 営業外収益 171,516 △ 21,228 150,288

2 他会計補助金 154,633 △ 21,228 133,405 1
一 般 会 計
補 助 金

△ 21,228

（単位：千円）

金額

1 2,137,172 △ 4,955 2,132,217

1 営 業 費 用 1,831,270 2,142 1,833,412

6 業 務 費 71,887 2,142 74,029

18 委 託 料 2,142

2 営業外費用 304,900 △ 7,097 297,803

1
支 払 利 息
及 び 企 業債
取 扱 諸 費

303,900 △ 7,097 296,803 1 企 業 債 利 息 △ 7,097

2 262,052 △ 1,780 260,272

2 営業外費用 6,773 △ 1,780 4,993

1
支 払 利 息
及 び 企 業債
取 扱 諸 費

6,773 △ 1,780 4,993 1 企 業 債 利 息 △ 1,780

予 算 事 項 別 明 細 書（ 補 正 第 ２ 号 ）

収益的収入及び支出

 支　　　出

款・項 目 既決予定額 補正予定額 計 説明

 収　　　入

款・項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

説明
区分

公 共 下 水 道
事 業 収 益

節

区分

公 共 下 水 道
事 業 費 用

特 定 公 共
下 水 道
事 業 費 用

特 定 公 共
下 水 道
事 業 収 益
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（単位：千円）

金額

1 1,220,141 69,468 1,289,609

1 企 業 債 782,200 34,700 816,900

1

建設改良費等
の 財 源 に
充てるための
企 業 債

782,200 34,700 816,900 1
管路施設整備
事 業 債

34,700

3 国庫支出金 68,000 34,768 102,768

1 国 庫 補 助金 68,000 34,768 102,768 1 国 庫 補 助 金 34,768

1 657,746 △ 98,268 559,478

1 企 業 債

1

建設改良費等
の 財 源 に
充てるための
企 業 債

437,600 △ 65,500 372,100

3
処 理 場 施 設
整 備 事 業 債

△ 65,500

3 国庫支出金 220,099 △ 32,768 187,331

1 国 庫 補 助金 220,099 △ 32,768 187,331 1 国 庫 補 助 金 △ 32,768

（単位：千円）

金額

1 1,795,704 69,536 1,865,240

1 建設改良費 302,619 69,536 372,155

1 管 渠 建 設費 273,987 69,536 343,523

28 工 事 請 負 費 69,536

2 785,780 △ 98,306 687,474

1 建設改良費 702,127 △ 98,306 603,821

3 処理場建設費 694,800 △ 98,306 596,494

18 委 託 料 △ 32,406

28 工 事 請 負 費 △ 45,900

43 土 地 取 得 費 △ 20,000

説明
区分

公 共 下 水 道
資 本 的 支 出

款・項 目 既決予定額 補正予定額

特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 支 出

節

資本的収入及び支出

 支　　　出

既決予定額 補正予定額

計

計
節

特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 収 入

説明
区分

公 共 下 水 道
資 本 的 収 入

 収　　　入

款・項 目
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